〈様式８〉

「賃金水準の向上」及び「女性の活躍推進」に関する加点措置評価資料提出票
	項目名
	書類名
	書類の
有無
	提出欄

	賃金水準の向上
	※２　ａの場合
	　
	　

	
	　
　
	「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」の写し（令和６年・令和７年分）
	　
	　

	
	
	事業者が給与等受給者一人当たりの平均給与額の対前年増加率について事前に割合を計算した資料（任意様式）
	　
	　

	
	※２　ｂ、ｃ、ｄの場合
	　
	　

	
	　
	税理士又は公認会計士等の第三者による賃上げ実績を確認できる書類（任意様式または別紙参考様式）
	　
	　

	
	「パートナーシップ構築宣言」の写し
	　
	　

	女性の活躍推進
	一般事業主行動計画の策定・届出
	労働局の受付印が押印された一般事業主行動計画策定・変更届の写し
	　
	　

	
	えるぼしチャレンジ企業認定
	知事が交付する秋田県えるぼしチャレンジ企業認定証の写し
	　
	　

	
	法令に基づく認定
（えるぼし、プラチナえるぼし、くるみん、プラチナくるみん、ユースエール）
	労働局長が交付する認定通知書の写し
	　
	　

	
	秋田県知事表彰の受賞
	表彰状の写し（写真可）
	　
	　


[image: ]
※１　企画提案競技の審査時に上記の取組についての評価を行いますので、該当する書類の写し等を
提出してください。
※２　賃金水準向上については、次の表を確認し、提出欄に○印をつけ、書類を添付してください。
	算出方法
※別記計算方法を参照
	区分
	提出書類

	
	
	税務申告に基づく場合
	県域で一つの事業者とする場合

	給与等受給者一人当たりの平均給与額の対前年増加率
	役員及び従業員が対象
	ａ給与所得の源泉徴収票等の法
　定調書合計表
	ｂ税理士又は公認会計士等の第
　三者による賃上げ実績を確認
　できる書類

	
	役員を除く従業員が対象
	ｃ税理士又は公認会計士等の第
　三者による賃上げ実績を確認
　できる書類
	ｄ税理士又は公認会計士等の第
　三者による賃上げ実績を確認
　できる書類

	「パートナーシップ構築宣言」の作成・公表
	「パートナーシップ構築宣言」の写し


※３　「女性の活躍推進」については、該当するものがある場合は提出欄に○印を付け、書類を添付してください。


※（別記）給与等受給者一人当たりの平均給与額（賃金水準）の算出方法


ア　「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」の「１給与所得の源泉徴収票合計表（375）」における区分「Ⓐ俸給、給与、賞与等の総額」の「支払金額」欄に記載の金額を「人員」欄に記載の人数で除した金額により比較する。

イ　秋田県内にある支店、営業所等を県域で一つの事業者としてアに準じて、給与等受給者一人当たりの平均給与額により比較する。
　　　
ウ　「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」の「１給与所得の源泉徴収票合計表（375）」における区分「Ⓐ俸給、給与、賞与等の総額」の「支払金額」から役員報酬を除き、また、「人員」から役員を除いた人数で除した金額により比較する。
　　　
エ　秋田県内にある支店、営業所等を県域で一つの事業者としてウに準じて、役員を除く従業員の給与等受給者一人当たりの平均給与額により比較する。

オ　対前年増加率は、毎年度、直近年及びその前年で比較する。

　　　例）直近年　：令和７年分
　　　　　その前年：令和６年分
　　　　　増加率　：令和7年の平均給与 ÷ 令和６年の平均給与


（別紙参考様式）
第三者による賃上げ実績を確認できる書類

　企画提案方式の審査における「賃金水準の向上」に関する加点措置を受けるため、賃上げ実績を確認できる書類を提出します。

１　給与額（賃金水準）の算出方法
　（１）税務申告に基づく、役員を除く従業員の給与等受給者一人当たりの平均給与額
　（２）県域での、役員及び従業員の給与等受給者一人当たりの平均給与額
　（３）県域での、役員を除く従業員の給与等受給者一人当たりの平均給与額
　　※選定した算出方法を（１）～（３）のいずれかから選ぶ。

２　賃金水準の向上の確認
	

	俸給、給与、
賞与等の総額
	人　員
	一人当たりの
平均給与額
	対前年
増加率

	７年(度)
	              円
	       人
	          円/人
	0.0％

	６年(度)
	              円
	       人
	          円/人
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税理士、公認会計士　○○○○　印
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